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研究成果の概要（和文）：3 年の研究活動では、海外事業者から情報が得られ、英国ロンドン

Barclays Cycle Hire 計画担当者の講演会、フランス、ラロッシェル市副市長の講演会も主宰し

た。そして海外のバイシクルシェアリングの大規模なものが本格的な第三世代へ至ったことを

理解した。国内ではシクロシティ富山の事業で得られたデータを解析することにより、東京大

学、横浜国立大学研究室のスタッフがサービスの供給需要に関する定量的な検討を行い、利用

実態の把握ができた。 
 
研究成果の概要（英文）：Through researches of three years, information obtained from 

overseas bicycle operators, lecture was presented by the planner of Barclays Cycle Hire 

Scheme in London, also deputy mayor of La Rochelle, France in 2012 Tokyo. We have 

realized that the the bike plan of the U.S. and Europe have reached already the third 

generation. Concerning inland works, our laboratory staff of The University of Tokyo and 

Yokohama National University made a quantitative study on demand of the supply of 

Cyclocity service and could know the actual use of bicycles. 
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１．研究開始当初の背景 
 過年度の科研研究で進めてきた自転車共
同利用はドイツの大学、フランスの国立研究

所と共同で現地の事業調査を主体に進めて
きたが、2008 年にパリで大規模な Velib’が開
始して一躍マスコミでも注目が集まるよう
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になった。しかし、国内の事業はバイシク
ル・シェアリング第 1 世代の古いシステムの
ままであった。本調査の開始した 2009 年か
らは、欧州で大規模な自転車共同利用の事例
が増え、これを可能な限り調べた。やがて国
内でも社会実験が開始して、国土交通省によ
る連絡協議会が発足、2010 年 3 月にはシク
ロシティ富山が発足し、我々研究会メンバー
がそのデータを解析し報告書をまとめた。
2011 年には、ロンドンの Barclays Cycle 
Hire Scheme 担当者を日本に招聘してその
事業の詳細を講演してもらい、同じ年にはフ
ランス、ラ・ロッシェルの副市長による講演
会も開催した。 
 
２．研究の目的 
 自転車共同利用とは、個人交通に位置づけ
られる自転車の短距離公共交通サービスで
ある。その特徴は、面的なステーション配置、
既存公共交通との連携、多数の自転車数と会
員数を前提とする、原則は無人化した 24 時
間サービスで、IT により自転車と顧客を管理
し、技術、経済性の合理化を図る。公共交通
に準じる様々な公的な支援も前提としてい
る。シクロシティ富山では、フランス JC ド
コー社の技術が始めて日本で適用されたが、
国内の利用実態が 2011 年にはじめて詳しく
分析できた。我々研究の目的は海外の実態を
把握すると共に、国内でも自転車利用の特性
を詳しく分析し、持続可能で魅力ある都市モ
ビリティを研究し構築し支援することであ
る。 
 
３．研究の方法 
⑴サービスの供給・需要に関する定量的検討 
①供給サイド 
 供給サイドのあり方の検討に際し、先行し
てパリやロンドンにおける需要予測手法・計
画手法をレビューした。これらは日単位の予
測にとどまっており、システムの利用可能性
を評価したものではなかった。つまり、自転
車を「使いたいときに使えて、返したいとき
に返せる」状況がどの程度実現するか、裏返
せば「使いたいときに使えず、返したいとき
に返せない」状況がどのくらい発生するかを
分析することができない手法であった。 
 これに対し本研究では、“ある時空間分布
を持つ移動需要”に対して“ある数量・分布
の自転車とラック”を供給した場合のシステ
ムの利用可能性を評価する手法を提案する
とともに、東京都心部への適用を試みた。 
 
②需要サイド 
 需要サイドについては、第一に、富山市中
心商業地への来街者を対象にアンケート調
査を実施し、来街当日の中心商業地内トリッ
プの状況と、各トリップを自転車共同利用シ

ステム「シクロシティ富山」（2010 年 3 月サ
ービス開始）で代替する可能性に関するデー
タを取得して分析を行った。 
 第二に、シクロシティ富山のサービスエリ
アのやや外側の地区の居住者を対象にアン
ケート調査を実施し、中心商業地と郊外型店
舗の利用状況を中心にまちなかにおける活
動と関連する交通行動の実態を把握すると
ともに、シクロシティ富山の利用意向につい
て分析を行った。 
 
⑵実際の運用を通じた利用行動の把握 
 当初は既存都心地区と大学キャンパスに
おいて試験的にサービスを行う計画であっ
たが、諸情勢の変化により叶わなかった。 
 そこで、これまで協力関係を築いてきたエ
ムシードゥコー㈱・シクロシティ㈱からシク
ロシティ富山の開業からの約半年間の利用
ログデータを提供いただくとともに、利用登
録者に対するアンケート調査を実施し、サー
ビスの利用状況と利用者の行動実態につい
て分析することとした。 
 
⑶海外事例分析 
 コミュニティ・バイシクルの事業が欧州お
よび、北米において急速に拡大している。そ
の背景には、都市交通としての自転車の役割
が時代として見直されていることがあげら
れる。この状況は、日本で小規模に実験を行
うコミュニティ・サイクルとは大きく異なる。
海外の自転車共同利用事業についてはその
実績と実態を調べ、PPP などの制度や、公共
交通として多面的に優遇する方策の実態に
ついて、様々な方法で調べた。欧州では、
JCDecaux や ClearChannel 等の屋外広告会
社による多数の事業をはじめ、自治体や公的
団体による小規模な事業があることがわか
った。また、近年台湾と韓国でも大規模な自
転車事業が開始している。また、昨年よりカ
ナダ、モントリオール、トロントやアメリカ、
ボストン、ミネアポリスなどの北米地域で、
公的な補助による大規模な自転車事業が開
始している。 
 いずれの場合も、日本と比較すると自治体
の事業への関与が濃厚で、また多数の事業ス
ポンサーが、推進に貢献していることもわか
る。 

コミュニティ・バイシクルの成否を決める
一つが、ステーション配置にある。これは、
道路占用という障害を越えてステーション
を、いかに多く高密度で適正な場所に必要な
ロット数設置するかにかかっている。ロンド
ンでは、市長の公約に加えて 2012 年夏のオ
リンピック開催地というイベントが大きく
寄与した。北京オリンピックも同様の経緯が
あった。また、フランス、イタリア、スペイ
ンでは市役所が主体で事業を推進している



都市が圧倒的に多い。 
自転車事業に欠かせない自転車専用道の

整備でも事業先進都市では、コミュニティ・
バイシクル開始に合わせて急速にネットワ
ークを拡充したり、信号処理や道路交通法で
走行を優遇する制度を導入している。 
 興味深い点としては、自転車道の整備が遅
れている都市でも、コミュニティ・バイシク
ルを先に導入し、後で自伝車道を整備する例
がある。 

自転車保有率の高い都市や国では共同利
用の普及が遅れる。例えば、オランダ、デン
マーク、日本である。しかし、北欧では公共
交通に自転車を持ち込める国が多く、出先で
のマイバイシクルが使える状況は恵まれて
いる。また、自転車保管場所を敷地内に付置
する対策も進んでいるため、日本はとりわけ
屋外放置自転車問題を顕在化させているよ
うだ。 
 以上のことからも、コミュニティ・バイシ
クル事業が、アジアを含めてグローバルに展
開する中で、日本は自転車の位置づけは不明
確なまま地域独自に零細な事業者が乱立す
る状態となっている。 
 
４．研究成果 
⑴サービスの供給・需要に関する定量的検討 
①供給サイド 
 第 4 回東京都市圏パーソントリップ調査
（1998 年）のデータから、トリップ長、目
的、交通手段、荷物・同乗者有無、年齢につ
いて条件を設定し、自転車へ転換するポテン
シャルのあるトリップ（以下、ポテンシャル
トリップとよぶ）を抽出し、自転車による潜
在的な移動需要とした。これと、分析で設定
した区別の自転車台数・ラック数との関係に
ついて検討した。一連の分析から得られた結
果は次のとおりである。 
 鉄道駅を発着地とするポテンシャルトリ

ップを時間帯別に見ると、朝夕でピークが
大きく、発と着のバランスが悪い区が存在
する。これに対し、駅を発着地としないポ
テンシャルトリップの時間変化は小さく、
発着バランスは良好である。 

 1 日の発着需要量が同程度でも、発需要と
着需要が顕著に偏る時間帯のない区では、
一定のサービスレベル（利用可能性）を維
持するのに必要なラック数は相対的に少
ない。 

 需要の時間変化を考慮してラック数を地
区へ配分する方法では、パリの Vélib’の計
画で採用された日着トリップ需要に応じ
て配分する方法よりも、サービスレベルの
空間的な公平性が維持される 

 鉄道駅を発着地とするトリップをサービ
スのターゲットに含めると、サービスレベ
ルの維持により大きな供給規模を要する

とともに、その時間的安定性の確保が困難
となる（図１）。 

 

 

 
図１：満たされない貸出需要の割合（％） 

の時間的変化 
 
②需要サイド 
 まず、中心商業地来街者へのアンケート調
査の分析について述べる。 
 中心商業地内での移動手段は徒歩が 6割と
多数を占めたことから、検討対象を徒歩から
の転換可能性に絞り、シクロシティによる徒
歩トリップの代替可能性を説明する二項ロ
ジットモデルを推定した。推定されたパラメ
ータは、発地→着地間の徒歩時間が長く、発
地→発地側ステーション間のアクセス距離
や着地側ステーション→着地間のイグレス
距離が短く、アクセス角度（発地→発地側ス
テーションのベクトルが発地→着地のベク
トルに対してなす角度）が小さいトリップほ
ど代替可能性が有意に高くなるもので、直観
と整合する妥当な結果と判断された。 
 そして、ステーション数を密度上昇とエリ
ア拡大の両面から増やす複数のケースを仮
定し、このモデルを用いて代替可能性の高低
を検討した。結果は次のとおりである。 
 市電環状線上に4つのステーションを補完

するケースで、ステーション増設 1 基あた
りの代替可能性の上昇が大きい。 

 中心部のステーション密度を高めてアク
セス・イグレス距離を短縮するケースより、
周辺住宅地へサービスエリアを拡張する
ケースのほうが、ステーション増設 1 基あ
たりの代替可能性の上昇が大きい。 

 
 次に、中心商業地外側地区の居住者に対す
るアンケート調査の分析について述べる。 
 調査では中心商業地とロードサイド型の
郊外型店舗を対比させ、それぞれの来訪行動
と活動の状況、関連する意識について尋ねた。
これから以下のことなどを明らかにした。 
 中心商業地より郊外型店舗での活動に高

い魅力を感じている居住者が多数で、全体
としては中心商業地と郊外型店舗への来



訪頻度に大きな差はない。 
 活動場所の選択要因として、自宅からの近

さより、場所自体の魅力や自動車によるア
クセスの利便性が重視されている。まちな
か活動の促進には中心商業地の“場所とし
ての魅力”を高めることが不可欠である。 

 来街時に中心商業地内で1つの場所しか訪
れない人の割合が、平日は 4 割超、休日は
3 割超である。 

 中心商業地へ自転車で来街する人は、他手
段での来街者より「様々な活動が一度に行
える魅力」を強く感じている。自転車によ
る来街が促進されれば、この魅力の増進に
寄与することが期待される。 

 また、料金システムやエリアの面でシクロ
シティが使いやすくなった場合の利用意向
について、次のことが明らかになった。 
 1回の利用ごと（48％）や1ヶ月ごと（17％）

に利用パスを購入する方式が、来街時の自
分の行動に最適と考える人が多かった。こ
れらのパスは現在存在しておらず、需要の
取りこぼしがあると考えられる。 

 エリアを周辺地区（回答者の居住地）にま
で拡大した場合には約3割の人が利用意向
を示し、約 4 割が中心商業地への来街を、
約3割が中心商業地での活動を増やす意向
を持っている。 

 
⑵実際の運用を通じた利用行動の把握 
 シクロシティ㈱から提供された実利用ロ
グデータの分析からは、おおよそ次のことを
明らかにした。 
 定期パス登録者の内訳は、中心部居住者が

28％、男女比はおよそ 7：3 である。また、
35～55 歳（計 56％）を中心に幅広い年齢
層が登録している。 

 朝夕の通勤・帰宅時間帯に鋭い利用のピー
クが存在する。利用時間は 5 分前後が最も
多く、96％が 30 分以内である。 

 時間帯別のトリップ傾向は、朝は富山駅南
からの発トリップが、夕方は富山駅南への
着トリップが多い。昼間の時間帯は、富山
市役所を中心にした利用がなされている
傾向がある（図２）。 

 

平日朝（午前６時～午前１０時） 平日昼（午前１０時～午後５時）  

平日夜（午後５時～午後１０時）  
図２：シクロシティ富山の 

時間帯別トリップ傾向 

 
 シクロシティ㈱の協力を得て実施した定
期パス登録者アンケート調査からは、おおよ
そ次のことを明らかにした。 
 利用トリップの従前の交通手段は徒歩が

全体の 60％を占め、圧倒的に多い。自動
車は 9％で、他都市での調査事例に比べる
とやや高い。「シクロシティがなければ移
動していない」トリップは 8％であった。 

 シクロシティが「環境や交通の問題につい
て考え」たり「車の利用を見直す」きっか
けになるとする回答者が 6 割を占める。中
心部を「巡るのも楽しい」や中心部に「行
ってみようと思える」とする回答者は相対
的に少ないが、5 割程度存在している。 

 自転車がなくて使えない事態や、満車で自
転車が返却できない事態が「ない」・「ほと
んどない」とする回答が 7 割を超える。 

 ステーションの設置場所については約半
数が、数については約 7 割が不満と回答し
ている。具体的な設置希望場所は、中心部
の既存ステーションの間を埋めるような
場所のほか、やや外側の区域への拡大を求
める意見が見られる。 

 活動の変化は全体的に少なく，シクロシテ
ィ富山の登録や利用が，活動に対して影響
は低い傾向がある。一方で，意識の変化に
ついては全般的に高く、車の利用や環境，
まちへの意識に対して影響を及ぼし得る
可能性がある。 

 なお、以上の成果の詳細は、実践的バイク
シェアリング普及プロジェクト連絡会報告
書作成委員会（委員長：青木英明）による「シ
クロシティ富山経過報告書」（2011 年 6 月）
で公表されている。 
 
⑶海外事例分析 
①Barclays Cycle Hire（ロンドン） 
 Barclays Cycle Hire は、ロンドンで 2010
年 7 月に運用開始されたサービスである。 
 当研究グループでは、2011 年 3 月 3 日、
Barclays Cycle Hire の運営を担当する英国
Serco 社の Alan Stannard 氏と、国内都市（札
幌、富山、名古屋）で自転車共同利用システ
ムの実験・本格導入に携わっている実務家を



招聘し、国際シンポジウム「コミュニティ・
サイクルによる都市モビリティ・マネジメン
ト戦略：ロンドンおよび日本の事例にみる新
たな自転車共同利用」を共立女子大学共立講
堂にて開催した。 
 このシンポジウムで Stannard 氏より得た
情報と、別途文献調査などにより収集した情
報を合わせ、導入の背景、計画と運営に関与
する各主体（Transport for London、Serco
社、Barclays 社など）の役割、需要予測の手
法、ステーション敷地の選定基準、開業初期
時点の利用状況や課題について整理した。利
用と運営の状況については、ごく初期の状況
ではあるが、次のことを明らかにした。 
 2010年 11月下旬時点での日平均利用回数

は約 15,000 回/日で、目標の水準（40,000
回/日）に届いていない。 

 利用者アンケートによれば、公共交通から
の転換が約 6 割、徒歩からの転換が約 3 割
で、その他からの転換はごく少ない。 

 朝夕の通勤＋帰宅目的での利用が多く、こ
れが需要の時間的・空間的集中を招き、地
区や時間帯によっては自転車や空きラッ
クが不足する問題が発生している。 

 需要の時空間的な偏りに対して当初の配
置計画で十分な考慮がなされたとは考え
にくいものの、開業後の自転車再配置の改
善や、ステーションの漸進的な設置の過程
で対応が試みられている。 
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